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１． 背景と目的
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○我が国企業と展開先国との協働案件の形成に向けて、対象となる国・都市における官民協働の現状整
理・分析、及び我が国企業の参入を見据えた潜在ニーズ・課題等の調査・分析を行い、今後のインフラ
システム海外展開の中・長期的な戦略として幅広く活用できる基礎資料を作成することを目的とする。

本発表では、2024年度、2025年度の２ヶ年にわたり実施する調査研究のうち、2024年度に実施した
調査研究の結果について発表する。

○我が国政府はインフラシステム海外展開において、売り切りから継続的関与への多様化の促進を図るこ
ととしており、日本に強みのあるOperation & Maintenance（O&M）をセットにしたパッケージ展開を
推進することとしている（インフラシステム海外展開戦略2025（令和5年6月追補版））。

○我が国にはO&M技術や公共交通指向型都市開発（Transit Oriented Development（TOD））
等の価値を創造する技術・ノウハウが豊富にあり、今後O&M等の参画推進のためには、単なる案件発掘
だけではなく、我が国と展開先国との官民での協働（PPP）も重要となる。



○それぞれの国際機関や各国政府によって、O&Mの関心分野が異なっている可能性があることが確認
できた。

２－１ 海外における「O&M」の用語の使用動向に関する調査

4

○各国際機関及び各国政府のWebページや文書から、O&Mという用語がどのような分野において使用さ
れているか整理を実施。

○次の順で、O&Mという用語が多く使われていることが確認できた。
国際機関 ：水資源・河川分野、エネルギー・電力分野、インフラ一般分野の順
欧米諸国 ：エネルギー・電力分野、水資源・河川分野、インフラ一般分野の順
アジア諸国：都市・交通インフラ分野、エネルギー・電力分野、水資源・河川分野の順

鶴指眞志・今本健太郎・大鎌元・澤村治基（2024）「海外における「O&M」の用語の使用動向に関する調査 －国際機関や外国政府が発行する文書等に着
目して－ 」『国土交通政策研究所紀要第83号』（先行公開版） https://www.mlit.go.jp/pri/kikanshi/pdf/2025/83_2.pdf 

選定した調査対象調査対象区分
アジア開発銀行、東南アジア諸国連合、欧州委員会、国際金融公社、国
際通貨基金、経済協力開発機構、国際連合、世界銀行国際機関

米国、ドイツ、フランス、英国、カナダ欧米諸国

韓国、中国、フィリピン、バングラデシュ、インドアジア諸国

・水資源・河川分野：上下水道施設、ダム、灌漑等
・エネルギー・電力分野：エネルギー資源、発電、再生エネルギー等
・インフラ一般分野：インフラ投資、農村等特定地域におけるインフラ全体等
・都市・交通インフラ分野：公共施設、スマートシティ、空港施設、鉄道等



２－２ O&M事業を含む事業の類型化について
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○O&M事業を含む事業の類型を、想定される民間企業の裁量、継続的関与期間の長短を軸にして、
図１の通り７つの種類に整理を行った。

※類型整理にあたっては内閣府PPP/PFI推進室の「PFI事業の概要」 等を参照しつつ類型を加え、弊所独自に整理を行った。

図１ O&M事業を含む民間の参入形態

7.民営化及び民間企業による開発等

6.コンセッション

4.指標連動方式
5.オフテイク契約
3.リース・アフェルマージュ

2.DBO(M)

1.運営・維持
管理契約

民間企業の裁量

継続的関与

公共ファイ
ナンス領
域

民間ファイ
ナンス領
域

※ここでいうO&M事業とは、公共側からO&M事業のみを直接受注して実施するケースに加え、民間投資を要する大規模なPPP事業・不動産開発を行う際に出資参画
して運営・維持管理業務を実質的に行うケースの両方を含めている。

１．運営・維持管理契約
一般的な公共事業における、運営・維持管理の契約を
想定する。より包括的・長期的な運営・維持管理を行うもの。

２．DBO(M) (Design Build Operate  (Maintain))
設計・建設、運営をパッケージで民間委託する方式。

３．リース・アフェルマージュ
委託者が施設等の建設を行い、受託者が施設等の運営及
び管理並びに公共サービスを行うもの。

４．指標連動方式（アベイラビリティ・ペイメント）
管理者等が求めるサービス水準に関する指標を設定し、サー
ビス対価等の一部又は全部が、当該指標の達成状況に応じ
て決まる方式。

５．オフテイク契約
事業会社が生み出すサービスの購入を定めた契約。

６．コンセッション
利用料金の徴収を行う公共施設の所有権を地方公共団体
が有したまま、運営権を民間事業者に設定する方式。

７．民営化及び民間企業による開発等
公共インフラを完全に民間に売却、運営権譲渡又は民間
企業独自による開発を実施するもの。



３． 調査対象都市の選定
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• 欧州：バルセロナ（スペイン）、パリ（フランス）、ロンドン（英国）
• アジア：ジャカルタ（インドネシア）
• 大洋州：シドニー（オーストラリア）
• 中東：ドーハ（カタール）

本発表では、これら６都市の内容について発表を行う。
このうち、インドネシアについては、現地調査結果を踏まえ発表する。

○対象地域
欧州：先進国における当該国企業の動向及び当該国に参入する外国企業の動向を調査。
アジア・大洋州、中東：我が国企業が進出する可能性がある地域として、競合国企業の動向を中心に調査。

○PPP事業をリスト化している世界銀行「World Bank PPI database」を主に参照し、下記3分野における39都市・51
事業を選定しロングリスト化した。

○ロングリストの事例のうち、候補都市の人口規模、外資参入状況、事業の進捗状況、情報入手難易度、日本の強みと
の関連性を踏まえて、以下計6都市を選定した。

対象事業対象分野
水道事業、下水道事業等上下水道分野
LRT、デマンド交通等都市交通分野
TOD開発、再開発等都市開発分野



４－１－１ 事例調査：＜都市交通分野＞バルセロナ（スペイン）

バルセロナTrambaixトラム/ Trambeòsトラム運営事業プロジェクト名

Autoritat del Transport Metropolita (ATM)発注者

バルセロナ市内対象地域

Trambaixトラム：約2億1700万ユーロ
Trambeòsトラム：約２億500万ユーロ事業規模

本プロジェクトは、フランスの企業によるスペインのトラム建設/
運営事業への参入事例である。
【Trambaixトラム】全長距離15.1km（3系統）、総駅数
29駅、全トラム数23台
【Trambeòsトラム】全長距離14.0km（3系統）、総駅数
27駅、全トラム数18台

2000年 – TramMetがTrambaixの建設/運営権を
獲得

2001年6月 – Trambaixの建設開始
2001年7月 – TramMetがTrambesòsの建設/運営権を

獲得
2003年1月 – Trambesòsの建設開始
2004年 – Trambaix、Trambesòsの運行開始
2009年 – Trambaixの3年間の追加契約が決定
2012年 – Trambesòsの3年間の追加契約が決定
2032年 – Trambaix、Trambesòsの運営契約終了

（予定）

事業概要

DBO(M)O&M類型
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役割分担企業概要企業名

本事業の運営を担う。本事業の運営に際して設立
されたコンソーシアムである。

Tramvia
Metropolita
SA

（TramMet）

事業
実施主体

Tramvia Metropolita
SA（TramMet）コン
ソーシアムの管理者。

1928年に設立された鉄道
車両の保守サービス等を展
開する、鉄道輸送業界大手
企業である。

Alstom S.A.
（フランス）

主要
参入企業

Tramvia
Metropolita SA
（TramMet）コン
ソーシアムに19.03%
出資、建設エンジニア
リング、 調達、建設を
担当。

スペインの建設会社で、イン
フラ事業、都市開発を行う
ほか、道路や鉄道、橋、病
院等の建設を行う。

FCC 
Construcció
n SA（スペイ
ン）

Tramvia
Metropolita SA
（TramMet）コン
ソーシアムに19%出
資、運営・維持管理を
担当

スペインの公共交通機関を
運営する企業。 Moventis
グループの一部として、カタ
ルーニャ地域でバスサービス
を提供する。

Grup
Sarbus
（スペイン）

Trambesòsのトラム
＜出所＞国土交通政策研究所撮影。



４－１－２ 事例調査：＜都市交通分野＞シドニー（オーストラリア）

(Keoride) Northern Beaches On Demand serviceプロジェクト名

Transport for NSW発注者

シドニー市内対象地域

非公開事業規模

本プロジェクトは、地域住民の交通利便性向上を目的として
設立されたデマンド交通サービスで、州政府組織Transport 
for NSWとの契約に基づきパイロットプロジェクトの一環として
2017年に開始し、2021年にバスネットワークに正式に導入
された。

2017年 – NSW Government On Demandパイロットプ
ロジェクトとして選定

2018年 – Smart City Awardsにて Overall Smart 
City Project awardを受賞

2021年 – 入札を経てNorthern Beaches and Lower 
North Shoreバスネットワークに正式導入

事業概要

運営・維持管理契約O&M類型
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役割分担企業概要企業名

オンデマンド交通サービス
の運営。

オーストラリアおよびニュージー
ランドにおける主要な公共交
通運営会社で、フランスの公
共交通運営会社Keolis
（フランス）とDowner EDI
（オーストラリア）のジョイント
ベンチャーである。

Keolis 
Downer

事業
実施主体

同じ方向に向かう顧客を
マッチングし、最適なピッ
クアップ・ドロップオフを行
うための柔軟なルートを
計算する交通プラット
フォームの開発・提供。

アメリカを拠点とする交通テク
ノロジー企業で、交通サービ
スのシステム・プラットフォーム
を提供している。

Via（米国）
主要
参入企業

Keorideの需要に応じた
車両（トヨタ・カローラか
らトヨタ・RAV4、SUV
等）を提供。

オーストラリアで最大規模のオ
ン・デマンド・カーシェアリング
サービスを提供する企業であ
る。

GoGet
（オーストラリ

ア）

プロジェクト対象地域
＜出所＞OpenStreetMapにより国土

交通政策研究所作成。



４－１－３ 事例調査：＜都市交通分野＞ドーハ（カタール）

Doha metro & Lusail Tramプロジェクト名

Qatar Rail発注者

ドーハ、ルサイル対象地域

30億ユーロ事業規模

本プロジェクトは、「Qatar Vision 2030」の一環として、カ
タールの首都ドーハにおける20年間の無人運転地下鉄の運
営・維持管理、およびルサイルにおけるトラム運営・保守を行う
事業である。ドーハの地下鉄は2019年に3線が開業、ルサイ
ルのトラムは4線のうち1線が2022年1月に開業した。

2017年 – Qatar Railによる RKH Qitaratの選定
2019年 – ドバイメトロ3線の開業
2022年 – ルサイルトラムの開業
2039年 – ドバイメトロ運用保守契約期間終了(予定)
2042年 – ルサイルトラムの運用補修契約終了(予定)

事業概要

コンセッションO&M類型
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役割分担企業概要企業名

ドーハにおける20年間の
無人運転地下鉄の運営、
維持管理、ルサイルにお
けるトラム運営・保守。

RATP Dev社、Keolis社、
Hamad Group社が結成し
たコンソーシアムである。

RKH Qitarat
コンソーシアム

（フランス・カター
ル）

事業
実施主体

ドーハにおける20年間の
無人運転地下鉄の運営、
維持管理、ルサイルにお
けるトラム運営・保守。
※KeolisとともにRKH 
Qitaratに出資。

RATPの子会社で、交通シス
テムの開発、運営、維持管
理を行っている。

RATP Dev
（フランス）

主要
参入企業

ドーハにおける20年間の
無人運転地下鉄の運営、
維持管理、ルサイルにお
けるトラム運営・保守。
※RATP Devとともに
RKH Qitaratに出資。

世界各地でトラム、メトロ等
の公共交通機関を運営する、
SNCFの子会社である。

Keolis
（フランス）

プロジェクト対象地域
＜出所＞OpenStreetMapにより国土交通政策

研究所作成。



４－２－１ 事例調査：＜都市開発分野＞パリ（フランス）

Morland Mixité Capitaleプロジェクト名

パリ市発注者

パリ４区・旧パリ市庁舎対象地域

非公開事業規模

本プロジェクトは、パリ4区に位置する旧パリ市庁舎の再開発
を目的とする複合開発プロジェクトで、複合用途施設の開発
に加え、住宅、オフィス、ホテル、商業施設、文化施設、公共
スペース等が含まれる。2022年完成。

2014年 – パリ市による「Réinventer Paris」プログラム
が開始

2016年2月 – 「Réinventer Paris」コンペティションで
Société Parisienne du Nouvel
ArsenalコンソーシアムのMorland Mixité
Capitaleプロジェクトが選定

2022年6月 – Morland Mixité Capitaleプロジェクトが完
成し、「La Félicité」として正式に開業

事業概要

民営化及び民間企業による開発等O&M類型
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役割分担企業概要企業名

本プロジェクトの推進。

本プロジェクトのコンソーシアム
で、Emerige社に加え、
David Chipperfield 
Architects、CALQ 
Architecture、Michel 
Desvigne Paysagisteや
設計事務所などで構成され
る。

Société  
Parisienne 
du Nouvel 
Arsenal

（フランス）

事業
実施主体

プロジェクト全体の計画、
実行。

フランスに拠点を置く不動産
開発会社で、住宅、オフィス、
商業施設など多岐にわたるプ
ロジェクトを手掛ける。

Emerige
（フランス）

主要
参入企業

Morland Mixité
Capitaleプロジェクトのコ
ンセプトデザインと設計を
担当。

国際的な建築設計事務所
で、ロンドン、ベルリン、ミラノ、
上海にオフィスを構える。

David 
Chipperfield 
Architects

（英国）

同上。
パリを拠点とする建築及び都
市設計事務所で、建築設計、
都市計画、インテリアデザイン
など幅広いサービスを提供。

CALQ 
Architecture

（フランス）

プロジェクト対象地域
＜出所＞OpenStreetMapにより国土

交通政策研究所作成。



４－２－２ 事例調査：＜都市開発分野＞ロンドン（英国）

ストラトフォード・クロスの開発プロジェクト名

Olympic Delivery Authority（ODA）発注者

旧ロンドンオリンピック選手村の周辺エリア対象地域

非公開事業規模

本プロジェクトは、オーストラリア企業を主体とする複合開発プ
ロジェクトで、2031年までの開発が予定されている。

2007年 – Olympic Delivery Authorityによるロンドンオ
リンピック選手村の開発プロジェクトをLendlease
が落札

2022年 – Lendleaseによるオリンピック選手村の隣接地の
再開発が一部完了（97,000平方メートルのオ
フィスエリア、333戸のアパート、3,000平方メー
トルの商業エリア）

2031年 – Lendleaseによるオリンピック選手村の隣接地の
再開発（239,300平方メートルのオフィスエリア、
683戸のアパート、8,400平方メートルの商業エ
リア）が完工予定

事業概要

民営化及び民間企業による開発等O&M類型

11

役割分担企業概要企業名
プロジェクトの主要なデベ
ロッパー及び建設管理。
※2031年までに
239,300平方メートル
のオフィスエリア、683戸
のアパート、8,400平方
メートルの商業エリアを展
開予定。

不動産投資、開発、建設会
社で、都市再開発、商業施
設、住宅、インフラ施設、及
び資産管理を含む幅広いプ
ロジェクトを手掛ける。

Lendlease
（オーストラリ
ア）

事業
実施主体

2011年よりLend
leaseとの共同開発
パートナーとして開発を
担当。

イギリスの鉄道及び駅を始め
とする不動産開発会社であ
る。

London & 
Continental 
Railways

（LCR）
（英国）

主要
参入企業

Lendleaseとの50:50 
でJVとして資金提供。

カナダの年金基金投資機関
である。

CPP 
Investments

（カナダ）

▲プロジェクト対象地域
＜出所＞OpenStreetMapにより国土交通政策研究所作成。



４－２－３ 事例調査：＜都市開発分野＞シドニー（オーストラリア）

International Convention Centre Sydney プロジェクト名

Infrastructure New South Wales,
Sydney Harbour Foreshore Authority発注者

シドニーの Darling Harbourエリア内対象地域

15億豪ドル事業規模

ICC Sydneyは、ニューサウスウェールズ（NSW）州政府主
導のシドニーDarling Harbourエリアの再開発事業の一環と
して建設されたオーストラリア最大の統合コンベンション施設で
ある。2016年12月～2041年12月 までの25年間のPPP
が締結されている。

2011年 – NSW州による入札公告
2012年 – 事業者決定
2013年 – 契約締結、着工
2016年 – 竣工、開業
2024年 – ASM Globalの施設運営権更新

事業概要

コンセッションO&M類型
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役割分担企業概要企業名

プロジェクトのPPPコンセッ
ション（設計、建設、ファ
イナス、維持、運営）の
落札。

オーストラリア企業
Hostplus, Spotless, 
Lendlease & Capella 
Capitalと米国企業のASM 
Globalで構成される。

Darling 
Harbour Live 
Partnershipコ
ンソーシアム

事業
実施主体

施設の運営。
※2024年5月、運営権
を10年間延長する契約
を締結。

スポーツ、エンタメ、国際会議
等の会場運営、イベントプロ
デュース業を行う企業である。

ASM Global 
(旧・ AEG 
Ogden)
（米国）主要

参入企業 ICTネットワークを活用し
たオーディオ・ビジュアルシ
ステムの設計、施設、公
園、水遊び場の建設等。

オーストラリアを中心に建設、
開発、不動産管理等の事業
を行うゼネコン企業である。

Lendlease
（オーストラリ
ア）

▲プロジェクト対象地域
＜出所＞OpenStreetMapにより国土交通政策研究所作成。



５－１ インドネシア現地調査：インドネシアの人口・GDP及びPPP制度
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（ドル）

図２ ジャカルタ首都特別州における人口の変化 図３ インドネシア共和国における一人当たりGDP（名目）の変化

○インドネシア共和国の人口は約２億８千万人（2023年現在）で、今回の調査対象に含まれるジャカ
ルタ首都特別州の人口は増加傾向にあり、2010年代には１千万人を超えている。

⇒近年における経済成長が著しく、今後のインフラ需要も見込まれる。
○インドネシアにおけるPPP制度の動向と、海外企業等の参入状況について調査するものである。

＜出所＞BPS STATISTICS INDONESIA「Total Population Results of Population Census (SP) and Inter-Census Population Survey
(SUPAS) by Province, 1971 - 2015」URL: https://www.bps.go.id/en/statistics-table/1/MTI2NyMx/total-population-results-of-
population-census--sp--and-inter-census-population-survey--supas--by-province--1971---2015.html (閲覧日：2025年２月27日
) 及 び 同 「 Number of Population Results SP2020 by Region and Gender (People), 2020 」 URL:
https://www.bps.go.id/en/statistics-table/2/MjEzMSMy/number-of-population-results-sp2020-by-region-and-gender--people-
.html (閲覧日：2025年２月27日)より、筆者作成。

注）データソースが1971年から10年ごとのため、本図でも1971年からのデータを用いている。

＜出所＞外務省「インドネシア共和国」「３ 一人当りGDP（名目）」より筆者作成。
URL: https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/indonesia/data.html （2025年３月28日閲覧）

（千人）

（年） （年）



５－１ インドネシア現地調査：インドネシアの人口・GDP及びPPP制度
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○民間投資を活用して整備を促進するため2005年大統領令第67号によりPPP制度が整備された。
○2015年大統領令第38号により政府と事業体とのインフラ整備における協力について規定するとともに、対

象インフラ事業を水資源、廃棄物管理、再生可能エネルギー等としている。
○PPP事業の検討については、主に政府主導（Solicited）と民間事業者からの提案ベース（Unsolicit

ed）の２種がある。

PPPで実施する事業を政府側が選定し、最初に政府側でどの程度実現可能性が
あるか調査を行うために予備調査を実施し、続いて、本格的に必要費用等や環境へ
の影響等を調査するフィージビリティスタディが実施された後、調達プロセスに入る。

Solicited

民間企業による提案・フィージビリティスタディの実施後、提案者及び提案事業に
ついて政府側で精査する。政府側の承認が得られた後、調達プロセスに入る。
また、企業側に対して事業提案を行うインセンティブを持たせることを目的に、提案企
業が次の３つの中から１つの優遇措置を入札時に選択することができる。
・入札段階で他の応札企業と差別化するために、最高10%分のスコアをボーナスと

して受け取ることができる。
・政府契約機関が落札者を決定する前に、落札に一番近い位置にいる入札者が提
示した条件（価格等）に対抗する権利を有する（同条件で事業を実施すること
可能であれば、提案企業が事業を受注できる）。
・Unsolicitedプロジェクトに関する知的所有権を政府契約機関が買い取る。その場
合、Unsolicitedプロジェクトを提案した民間企業はプロジェクトの入札には参加でき
ない。

Unsolicited



５－２ インドネシア現地調査： ＜水道分野＞ Karian-Serpong Regional Water
Supply Project

Karian-Serpong Regional Water Supply Projectプロジェクト名

Directorate General of Cipta Carya
（インドネシア公共事業省の内局）発注者

ジャカルタ首都特別州、タンゲラン市、南タンゲラン市対象地域

1.53億ドル事業規模

ジャカルタ中心部の南西側に位置する南タンゲラン市に、毎
秒4,600リットルの処理能力を有する浄水施設及び浄水施
設から配水池までの送水管の建設と33年間の運営を実施す
るとともに、ジャカルタ首都特別州のPAM Jaya DKI 
Jakarta、タンゲラン市のPDAM  Tirta Benteng Kota 
Tangerang、南タンゲラン市のPerseroda PITS Kota 
Tangerang Selatanの公営水道企業３社に対して上水を
売却する事業を実施するものである。

2016年 – SPVによるUnsolicited提案
2020年 – 事前資格審査（Pre-qualification）
2021年1月 – 入札によりPT Karian Water Serviceが

落札
2021年4月 – 入札によりPT Karian Water Serviceが

落札

事業概要

オフテイク契約O&M類型
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役割分担企業概要企業名

事業の運営実施。
本事業の運営に際して
設立された特別目的事
業体（SPV）である。

PT Karian Water 
Service

事業
実施主体

出資、プロジェクトの全
体企画、浄水場及び管
路の建設、完工後の運
営維持管理全般。

SPVの主要企業。
韓国を拠点とする政府
系企業であり国内外で
上下水道事業を実施し
ている。

韓国水資源公社
（K-Water）
（韓国）

主要
参入企業

出資、建設、地元調
整。

現地のゼネコンであり建
設、エンジニアリング、不
動産等の事業活動を
行っている。

PT Adhi Karya
（インドネシア）

＜出所＞DGIF提供資料より引用。

・青線（配水本管）：
インドネシア共和国の国家
予算・州政府予算で整備
・黄色線（配水本管）：
州政府予算で整備
・赤線（送水管）：
本PPP事業の資金で整備
・緑の点線（導水管）：
韓国輸出入銀行、国家
予算で整備



５－２ インドネシア現地調査：＜水道分野＞その他の取組

16

○PPPにより水道事業に参画しているインドネシア企業の事例（Moya Indonesia社）
・Moya Indonesia社は、インドネシア共和国に拠点を置く水道事業者である。同国内の複数の地域で浄水施設の運

営・維持管理等の水道事業を行っている。
・同社の水道事業は、ジャカルタ首都特別州周辺で11か所拠点があり、上水の処理量の合計は毎秒約３万３千リット

ルとなっている。
・11か所はいずれも水道公社に上水を売却しており、そのうち３か所についてはSolicitedのプロジェクトで、残りの８か所

はUnsolicitedのプロジェクトである。

○タンゲラン県における水道事業の事例
・タンゲラン県は、ジャカルタ首都特別州の西側のバンテン州にあり、ジャカル

タ都市圏に含まれている。
・タンゲラン県における水道事業を行う水道公社であるPerusahaan 

Daerah Air Minum Tirta Kerta Raharja Kabupaten
Tangerangは、同県だけでなく、隣接するタンゲラン市、南タンゲラン市に
も上水を供給している。

・同社では一部の地域を対象に、以下に示す３件のPPP実績があり、いず
れもUnsolicitedによるプロジェクトで、受注企業はすべて地元企業である。
●20年の期間で上水の供給をするもの（Rehabilitation-Build-

Operate-Transfer案件）。
●浄水場の改修を実施し、処理能力の向上を実現するもの
（Rehabilitation-Upgrading-Build-Operate-Transfer案件）。

●送水管の建設に関するもの（資金のうち30%を公共からの借り入れ、
残りの70%は銀行から借り入れし、毎月返済する）。

▲タンゲラン県、タンゲラン市、南タンゲラン市の位置の概要図
＜出所＞OpenStreetMapにより国土交通政策研究所作成。



５－３ インドネシア現地調査： ＜都市開発分野＞ BSD City Hieraプロジェクト

BSD City Hieraプロジェクトプロジェクト名
－発注者
ジャカルタ首都特別州に隣接する
バンテン州のタンゲラン県と南タンゲラン市対象地域

非公開事業規模

Hieraプロジェクトは、三菱商事とSurbana Jurong社（本
社：シンガポール共和国）が設立した合弁会社である
Mitbana社とBSD社によりプロジェクトが進められているTOD
をコンセプトにしたスマートシティ開発である。

1984年 – BSD Cityが設立（1989年から営業開始）
2002年 – Sina Mas Land社がBSD Cityの開発権を

獲得
2016年 – 三菱商事とSinar Mas Land社がHieraエリア

の開発にあたり、戦略的パートナーシップを締結
2019年 – Surbana Jurong社と三菱商事がMitbana社

を設立
2023年 – HieraエリアのWelton（住宅地）の運営開始

事業概要

民営化及び民間企業による開発等O&M類型
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役割分担企業名
インドネシアにおける許認可の取得等の
行政手続きや工事管理等を担当。

BSD社
（インドネシア）

関連企業

事業企画関連（日系・外資企業
の誘致、駅前開発等の日本コンセプ
トの展開検討）等を担当。

三菱商事
（日）

施設の配置等ハード面のマスタープラン
作成 、設計・建設等の技術面のサ
ポート等を担当。

Surbana Jurong
（シンガポール）

ジャカルタ

BSD City

○TOD開発の動向
BSD Cityのエリアには既にStasiun Cisauk駅が設置されているが、こ
の駅とは別にHieraプロジェクトに隣接する新駅が建設中であり、その設
置に当たっては、BSD社が政府等と調整を行い許認可の取得をしている。
新駅周辺では、プロジェクトの進捗状況をみながら街の賑わいを創出す
る開発が行われる予定となっている。

▲既設のStasiun Cisauk駅に併設されたバスターミナル（左）
とStasiun Cisauk駅まで伸びる歩行者用通路（右）

＜出所＞いずれも国土交通政策研究所撮影。

▲日本をコンセプトとしたモデル住宅
BSD Cityの位置

＜出所＞OpenStreetMapにより国土交通政策研究所作成。



６． まとめ

各事例において外国企業の参入動向が見られた。
○欧州

・都市交通分野では、バルセロナではフランス企業が参入していた。
・都市開発分野では、パリの事例からは英国企業の参入が、英国の事例からはオーストラリア企業やカ
ナダ企業の参入が見られた。

○大洋州、中東
・都市交通分野では、シドニーとドーハ・ルサイルの事例から、いずれもフランス企業の参入が見られた。
・都市開発分野では、シドニーの事例から、米国企業が参入している事例が見られた。

○インドネシア
・水道分野のPPP事業で、建設と維持管理において韓国資本の活用と同国公社の参入が見られた。
・都市開発分野では、シンガポール企業、日本企業の参入が見られた。

⇒大規模プロジェクトでは外国企業が地元企業とコンソーシアムを組む事例や、特別目的事業体を形成
する事例もあり、地元企業との協働が行われている。
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○2025年度の調査研究について
・人口、各種経済指標、過去の我が国企業や地元企業以外の外国企業の参入実績等により、我が国
企業と展開先国との協働案件の形成の対象となる都市をリスト化する。

・インフラ分野における官民が連携する事業やO&M事業について着目し、これらに関係する計画や制度の
有無について調査する。

・主に民間企業が参入している都市において、競合国や競合国企業の参入状況、地元企業との協働状
況等について文献調査やヒアリング調査によって把握する。


